予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：交通安全対策推進費
	事業名: 交通安全運動推進費 


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
環境生活部　環境生活政策課地域安全室　地域・交通安全係　電話番号：058-272-1111（内2391）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,608千円（前年度予算額：4,192千円）
	要求内容


	１　要求の内容


四季の交通安全運動等を総合的に推進し、県民の交通安全意識の向上を図ることを目的に、各種啓発事業を実施する
(1) 啓発物資等の作成・配布

啓発リーフレット・ポスター、広報車用テープ及びタスキ等啓発物資を作成・配布し、各運動期間に合わせて活用

・四季の交通安全運動（4、7、9、12月）

・交通安全「愛のひと声」運動、県民交通安全の日（年間）

・シートベルト・チャイルドシート着用強調月間等

(2) マスメディアによる広報

交通安全運動期間中に、AM・FMラジオ等マスメディアを活用した広報を実施

（ラ ジ オ）スポット２回/日×10日×４運動

（緊急啓発）スポット15日×１回

(3) 交通安全県民大会の開催

春の全国交通安全運動期間に、県民の交通安全意識高揚を図るための全県規模の催し物を開催

　　　　開催日：平成２５年４月８日（月）予定

　　　　主　催：岐阜県交通安全対策協議会

　　　　場　所：県庁２階大会議室

　　　　内　容：交通安全功労者表彰（約100名）、講演等
　(4)交通安全対策連絡調整事務費
　　 各種団体との交通安全対策の連絡調整を図るための事務
	２　所要経費


(1) 啓発物資等の作成・配布　　　　 　　　    1,315千円
(2) マスメディアによる広報　　　　　　　　　 1,135千円

(3) 交通安全県民大会の開催　　　　　　　　　　 216千円　

(4) 交通安全対策連絡調整事務費                 942千円

	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	4,192
	0
	0
	0
	0
	2,800
	0
	0
	1,392

	要求額
	3,608
	0
	0
	0
	0
	2,500
	0
	0
	1,108

	２月1日時点
査定額
	3,608
	0
	0
	0
	0
	2,500
	0
	0
	1,108

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
四季の交通安全運動等を総合的に推進し、県民の交通安全意識の向上を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	交通安全県民大会参加者数（1年次）
	（H  ）
	210人
（H22）
	210人
（H23）
	200人
（H24）
	200人
（H25）
	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	

	（平成24年度の取組）

・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

(1)啓発物資等の作成・配布
　 ・四季の交通安全運動啓発リーフレット作成（37,000部×４回）

　 ・夏と年末の交通安全県民運動ポスター作成（2,500枚×２回）　等

四季の交通安全運動等において、県内市町村をはじめとする県交通安全対策協議会の構成団体に配布し、集中的に啓発を実施

(2)マスメディアによる広報

　・四季の交通安全期間中に、ＡＭ・ＦＭラジオ等を活用した広報啓発を実施

　　スポット２回／日×１０日の計４０日間

(3)交通安全県民大会の開催

　開催日：平成24年４月６日（金）

　内　容：交通死亡事故遺族による講演、交通安全功労者表彰　等

　参加者：約200名


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　四季の交通安全運動を中心に、交通事故防止のための啓発活動に取り組むことで、県民の交通安全への意識付けを図ることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　昭和23年から実施されてきた国民的な運動であり、県民の意識向上を図るためには必要不可欠な事業である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　期間中の集中的な広報啓発活動を継続実施することで、県民への意識付けを図ることができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　行政からの一方的な啓発だけでなく、日頃から交通安全の普及に努めていただいている個人・団体の労をねぎらうことでさらなる交通安全意識の高まりを図っている。
　ラジオスポットでは、小学生自らが考え、話したメッセージを放送することで、家族やその周りの人々への意識高揚効果を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　交通安全功労者表彰については、日頃頑張っていただいている方が推薦がないために表彰されないこともある。表彰されることでさらなる活動意欲や新たな担い手の発掘にも繋がることから、推薦者たる市町村を通じて積極的に挙げていただくよう依頼していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　四季の交通安全運動は国民に定着しており、この運動期間を大いに活用して効率的・効果的な広報を実施し、県民の交通安全意識の向上に引き続き努めていく。



